
浜 松 市 教 育 委 員 会 会 議 次 第 

 

令和元年１２月２３日（月） 

１ ０ 時 ０ ０ 分 

教 育 委 員 会 室 

１ 開 会 

 

２ 前回会議録の報告及び承認 

 

３ 会議録署名人の決定（渥美委員、田中委員） 

 

４ 会期の決定 

 

５ 議 事 

（１）議 案 

【議決案件】 

第５６号議案 浜松市立高等学校学則の一部改正について     （市立高等学校） 

第５７号議案 浜松市立小・中学校通学区域の一部改正について   （教育総務課） 

 

６ 閉 会 





第 ５ ６ 号  議  案   

令和元年１２月２３日提 出   

 

   浜松市立高等学校学則の一部改正について 

 

 浜松市立高等学校学則の一部を改正する規則を次のように定める。 

 

教育長  花  井  和  徳  

 

   浜松市立高等学校学則の一部を改正する規則（案） 

 

第１条 浜松市立高等学校学則（昭和３１年浜松市教育委員会告示第３号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

（願書の提出） （願書の提出） 

第１１条 入学志願者は、保護者（親権者又は

後見人をいう。志願者が成年に達している場

合又は特別の理由がある場合は、保護者を保

証人（成年に達し、独立の生計を営む者）に

読み替えるものとする。以下同じ。）と連署

した入学願書（第１号様式）を所定の期間内

に校長に提出しなければならない。 

第１１条 入学志願者は、次に掲げる事項を記

載し、かつ、当該者及び保護者（親権者又は

後見人をいう。入学志願者が成年に達してい

る場合又は特別の理由がある場合は、保護者

を保証人（成年に達し、独立の生計を営む者

に限る。）に読み替えるものとする。以下同

じ。）が連署及び押印をした入学願書を所定

の期間内に校長に提出しなければならない。 

 (1) 入学志願者の氏名、住所及び生年月日 

 (2) 保護者の氏名、住所及び入学志願者か

らみた続柄 

 (3) 選抜の種類 

 (4) 入学志願者の学歴及び職歴 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める事項 

（誓約書） （誓約書） 

第１２条 入学を許可された者は、保護者と連 第１２条 入学を許可された者は、次に掲げる
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署した誓約書（第２号様式）を校長に提出し

なければならない。 

事項を記載し、かつ、当該者及び保護者が連

署及び押印をした誓約書を速やかに校長に

提出しなければならない。 

 (1) 入学を許可された者の氏名及び住所 

 (2) 保護者の氏名及び住所 

 (3) 校長が必要があると認める事項につい

て誓約する旨 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める事項 

第１３条 保護者に変更を生じたときは、速や

かに誓約書を再提出しなければならない。 

第１３条 前条の規定は、保護者に変更が生じ

たときについて準用する。 

（授業料滞納による出席停止又は除籍） （授業料滞納による出席停止又は除籍） 

第２９条 （略） 第２９条 （略） 

   第７章 雑則    第７章 雑則 

 （様式） 

 第３０条 この規則に定めるもののほか、この

規則の施行に必要な文書の様式は、委員会

（校長に提出する文書の様式にあっては、校

長）が定める。 

（細目） （細目） 

第３０条 （略） 第３１条 （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第１号様式及び第２号様式を次のように改める。 

 第１号様式及び第２号様式 削除 

第２条 浜松市立高等学校学則の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 目次 

 第１章 総則（第１条―第５条） 

 第２章 学年、学期及び休業日（第６条―

第８条） 

 第３章 入学、退学、休学、編入学、転学、

留学等（第９条―第２１条） 
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 第４章 成績評価、課程の修了及び卒業（第

２２条―第２４条） 

 第５章 賞罰（第２５条―第２７条） 

 第６章 授業料、入学料等（第２８条・第

２９条） 

 第７章 雑則（第３０条・第３１条） 

 附則 

（目的） （目的） 

第１条 浜松市立高等学校（以下第１９条及び

第２０条の場合を除き、「高等学校」という。）

は、教育基本法（平成１８年法律第１２０号）

及び学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

に基づき、中学校における教育の基礎の上

に、心身の発達及び進路に応じて、高度な普

通教育及び専門教育を施すことを目的とす

る。 

第１条 浜松市立高等学校（以下「本校」とい

う。）は、教育基本法（平成１８年法律第  

１２０号）及び学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）に基づき、中学校における教育の

基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、

高度な普通教育及び専門教育を施すことを

目的とする。 

（課程の設置） （課程の設置） 

第２条 高等学校には、全日制の課程を置く。 第２条 本校には、全日制の課程を置く。 

（学科の設置） （学科の設置） 

第３条 高等学校には、普通科を置く。 第３条 本校には、普通科を置く。 

（生徒定員） （生徒定員） 

第４条 高等学校の生徒定員は、別表のとおり

とする。 

第４条 本校の生徒定員は、別表のとおりとす

る。 

（修業年限） （修業年限） 

第５条 高等学校の修業年限は、３年とする。 第５条 本校の修業年限は、３年とする。 

（休業日） （休業日） 

第８条 休業日は、次のとおりとする。 第８条 休業日は、次のとおりとする。ただし、

第１号及び第２号に掲げる日について、委員

会が必要があると認めるときは、この限りで

ない。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 
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(8) その他校長が必要と認める休業日 (8) 前各号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める休業日 

２ （略） ２ （略） 

（入学） （入学） 

第９条 高等学校の入学は、学校教育法施行規

則（昭和２２年文部省令第１１号）第７８条

の規定により送付された調査書その他必要

な書類、選抜のための学力検査の成績等を資

料として行う入学者の選抜に基づいて校長

がこれを許可する。 

第９条 本校の入学は、学校教育法施行規則

（昭和２２年文部省令第１１号。以下「省令」

という。）第７８条の規定により送付された

調査書その他必要な書類、選抜のための学力

検査の成績等を資料として行う入学者の選

抜に基づいて校長がこれを許可する。 

 ２ 学力検査は、特別の事情のあるときは、行

わないことができる。 

 ３ 調査書は、特別の事情のあるときは、入学

者の選抜のための資料としないことができ

る。 

２・３ （略） ４・５ （略） 

（入学資格） （入学資格） 

第１０条 高等学校に入学することのできる

者は、中学校若しくはこれに準じる学校若し

くは義務教育学校を卒業した者若しくは中

等教育学校の前期課程を修了した者又はこ

れと同等以上の学力があると認められた者

とする。 

第１０条 本校に入学することのできる者は、

中学校若しくはこれに準じる学校若しくは

義務教育学校を卒業した者若しくは中等教

育学校の前期課程を修了した者又はこれと

同等以上の学力があると認められた者とす

る。 

（退学） （退学） 

第１４条 退学しようとする者は、保護者と連

署した退学願（第３号様式）を校長に提出し

てその許可を得なければならない。 

第１４条 退学しようとする者は、次に掲げる

事項を記載し、かつ、当該者及び保護者が連

署及び押印をした退学願を校長に提出して

その許可を得なければならない。 

 (1) 退学しようとする者の氏名及び学年 

 (2) 保護者の氏名及び住所 

 (3) 退学しようとする理由 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、校長が必
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要があると認める事項 

（復校） （復校） 

第１５条 退学した者が復校を希望するとき

は、保護者と連署した復校願（第４号様式）

を校長に提出して、その許可を受けなければ

ならない。 

第１５条 退学した者が復校を希望するとき

は、次に掲げる事項を記載し、かつ、当該者

及び保護者が連署及び押印をした復校願を

校長に提出して、その許可を受けなければな

らない。 

 (1) 復校を希望する者の氏名及び住所 

 (2) 保護者の氏名及び住所 

 (3) 退学した年月日 

 (4) 復校を希望する理由 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める事項 

２ （略） ２ （略） 

（休学） （休学） 

第１６条 病気又はやむを得ない理由によっ

て休学しようとする者は、保護者と連署した

休学願（第５号様式）に、医師の診断書又は

理由を証するに足る書類を添えて校長に願

い出なければならない。 

第１６条 病気又はやむを得ない理由によっ

て休学しようとする者は、次に掲げる事項を

記載し、かつ、当該者及び保護者が連署及び

押印をした休学願に、医師の診断書又は理由

を証明することができる書類を添えて校長

に願い出なければならない。 

 (1) 休学しようとする者の氏名及び学年 

 (2) 保護者の氏名及び住所 

 (3) 休学しようとする期間 

 (4) 休学しようとする理由 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める事項 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（復学） （復学） 

第１７条 休学中の者が復学しようとすると

きは、保護者と連署した復学願（第６号様式）

第１７条 休学中の者が復学しようとすると

きは、次に掲げる事項を記載し、かつ、当該
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に、病気のときは医師の診断書、その他の場

合は理由書を添え、校長に提出してその許可

を受けなければならない。 

者及び保護者が連署及び押印をした復学願

に、病気のときは医師の診断書、その他の場

合は理由書を添え、校長に提出してその許可

を受けなければならない。 

 (1) 復学しようとする者の氏名及び学年 

 (2) 保護者の氏名及び住所 

 (3) 休学の期間 

 (4) 復学しようとする理由 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める事項 

（編入学） （編入学） 

第１８条 第１学年の途中又は第２学年以上

に編入学しようとする者は、保護者と連署し

た編入学願（第７号様式）及び在学、成績、

単位履修等の証明書を校長に提出しなけれ

ばならない。 

第１８条 第１学年の途中又は第２学年以上

に編入学しようとする者は、次に掲げる事項

を記載し、かつ、当該者及び保護者が連署及

び押印をした編入学願に、校長が必要がある

と認める書類を添えて校長に提出しなけれ

ばならない。 

 (1) 編入学しようとする者の氏名、住所及

び生年月日 

 (2) 保護者の氏名、住所及び編入学しよう

とする者からみた続柄 

 (3) 編入学しようとする理由 

 (4) 編入学しようとする者の学歴及び職歴 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める事項 

２ （略） ２ （略） 

（転学等） （転学等） 

第１９条 他の高等学校へ転学しようとする

者は、保護者と連署した転学願（第８号様式）

を校長に提出しなければならない。 

第１９条 他の高等学校へ転学しようとする

者は、次に掲げる事項を記載し、かつ、当該

者及び保護者が連署及び押印をした転学願

を校長に提出しなければならない。 

 (1) 転学しようとする者の氏名及び学年 
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 (2) 保護者の氏名及び住所 

 (3) 転学先の高等学校の名称 

 (4) 転学しようとする理由 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める事項 

 ２ 校長が前項の転学願を適当と認めたとき

は、転学しようとする者は、次に掲げる事項

を記載し、かつ、当該者及び保護者が連署及

び押印をした転入学願を校長に提出しなけ

ればならない。 

 (1) 転学しようとする者の氏名、住所及び

生年月日 

 (2) 保護者の氏名、住所及び転学しようと

する者からみた続柄 

 (3) 転学しようとする理由 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める事項 

２ 校長は、前項の転学願を適当と認めたとき

は、その理由を記し、成績証明書を転学先の

高等学校の校長に送付しなければならない。 

３ 校長は、前項の転入学願に成績証明書を添

えて転学先の高等学校の校長に送付しなけ

ればならない。 

３ 他の高等学校から転学を希望する者は、保

護者と連署した転入学願（第９号様式）を校

長に提出してその許可を受けなければなら

ない。 

４ 他の高等学校から転学を希望する者につ

いては、校長は、教育上支障がないと認める

ときは、転学を許可することができる。 

４ 校長は、教育上支障がないと認めて転学を

許可したときは、その旨を転学前の高等学校

の校長に通知し、指導要録の写しその他必要

な書類の送付を受けなければならない。 

５ 校長は、転学を許可したときは、その旨を

転学前の高等学校の校長に通知し、指導要録

の写しその他必要な書類の送付を受けなけ

ればならない。 

（留学） （留学） 

第２０条 外国の高等学校に留学しようとす

る者は、保護者と連署した留学願（第１０号

様式）を校長に提出して、その許可を得なけ

第２０条 外国の高等学校に留学しようとす

る者は、次に掲げる事項を記載し、かつ、当

該者及び保護者が連署及び押印をした留学
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ればならない。 願を校長に提出して、その許可を得なければ

ならない。 

 (1) 留学しようとする者の氏名及び学年 

 (2) 保護者の氏名及び住所 

 (3) 留学先の外国の高等学校の名称 

 (4) 留学しようとする期間 

 (5) 留学しようとする理由 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める事項 

２ （略） ２ （略） 

３ 校長は、前項の規定により留学することを

許可された生徒について、外国の高等学校に

おける履修を高等学校における履修とみな

し、３６単位を超えない範囲で単位の修得を

認定することができる。 

３ 校長は、前項の規定により留学することを

許可された生徒について、外国の高等学校に

おける履修を本校における履修とみなし、 

３６単位を超えない範囲で単位の修得を認

定することができる。 

４ （略） ４ （略） 

（課程の修了又は卒業の認定） （課程の修了又は卒業の認定） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

 （学校間連携） 

 第２３条の２ 校長は、教育上有益と認めると

きは、生徒が校長の定めるところにより他の

高等学校において一部の科目を併修して単

位を修得したときは、当該修得した単位数を

本校の全課程の修了を認めるに必要な単位

数のうちに加えることができる。 

 ２ 前項の規定により、一部の科目を併修しよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載し、か

つ、当該者及び保護者が連署及び押印をした

併修許可願を、校長を経由して併修先の校長

に提出し、その許可を得るものとする。 

 (1) 併修しようとする者の氏名及び学年 

 (2) 保護者の氏名及び住所 
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 (3) 併修先の高等学校の名称 

 (4) 併修しようとする科目、単位数及び期

間 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、校長が必

要があると認める事項 

 （学校外の学修） 

 第２３条の３ 校長は、教育上有益と認めると

きは、校長の定めるところにより、生徒が行

う次に掲げる学修を本校における科目の履

修とみなし、当該科目の単位を与えることが

できる。 

 (1) 大学、高等専門学校又は専修学校の高

等課程若しくは専門課程における学修そ

の他の教育施設等における学修で省令第

９８条第１号の文部科学大臣が定めるも

の 

 (2) 知識及び技能に関する審査で省令第 

９８条第２号の文部科学大臣が定めるも

のに係る学修 

 (3) ボランティア活動その他の継続的に行

われる活動（本校の教育活動として行われ

るものを除く。）に係る学修で省令第９８

条第３号の文部科学大臣が定めるもの 

 ２ 校長は、教育上有益と認めるときは、校長

の定めるところにより、高等学校卒業程度認

定試験規則（平成１７年文部科学省令第１

号）の定めるところにより合格点を得た試験

科目（同令附則第２条の規定による廃止前の

大学入学資格検定規程（昭和２６年文部省令

第１３号）の定めるところにより合格点を得

た受検科目を含む。）に係る生徒が行う学修

（当該生徒が入学する前に行ったものを含

む。）を本校における科目の履修とみなし、
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当該科目の単位を与えることができる。 

 （学校間連携及び学校外の学修による単位

数） 

 第２３条の４ 第２３条の２の規定に基づき

加えることのできる単位数及び前条第１項

の規定に基づき与えることのできる単位数

の合計数は３６を超えないものとする。 

（卒業証書） （卒業証書） 

第２４条 校長は、高等学校の全課程を修了し

たと認めた者には、卒業証書（第１１号様式）

を授与する。 

第２４条 校長は、本校の全課程を修了したと

認めた者には、卒業証書（別記様式）を授与

する。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第１号様式から第１０号様式までを削り、第１１号様式を別記様式とする。 

 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び次項の規定は、令和２年４

月１日から施行する。 

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の日前に第２条の規定による改正前の浜松市立高

等学校学則の規定によりされた手続その他の行為は、それぞれ同条の規定による改正後

の浜松市立高等学校学則の相当規定によりされたものとみなす。 
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（第５６号議案の説明資料） 

市立高等学校  

 

浜松市立高等学校学則の一部改正について 

 

（提案理由） 

  入学手続きほか学則に規定する事務手続きに関する事項を明確に規定することに伴い、

学則で規定している諸様式を削除するため、規則の一部を改正するものです。 

  あわせて、学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の施行に伴う改正内容を学則

に規定することで、浜松市教育委員会としての取扱いを明確にするため、規則の一部を

改正するものです。 

 

（改正内容） 

  主な改正内容は次のとおりです。 

 １ 第１１条（願書の提出）ほか、各条項で規定されている第１号様式から第１０号様

式までを学則から削除します。 

 ２ 第１１条（願書の提出）及び第１２条（誓約書）は、令和２年度入学者選抜から適

用とするため公布日施行とします。（第１条関係） 

 ３ 学校教育法施行規則第４条の規定により学則に規定しなければいけない事項につい

て、省令等の施行に伴う改正内容を追加規定します。（第２条関係） 

 

（施行期日） 

  この規則は、令和２年４月１日から施行するものです。ただし、第１条は公布日から

施行とします。 
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第 ５ ７ 号  議  案   

令和元年１２月２３日提 出   

 

   浜松市立小・中学校通学区域の一部改正について 

 

 住居表示実施地区を通学区域とする浜松市立浜北北部中学校及び浜松市立中瀬小学校の

通学区域に、新たに西中瀬一丁目、西中瀬二丁目並びに西中瀬三丁目を加える。 

 

教育長  花  井  和  徳  

 

１ 改正案 

 浜松市立小・中学校通学区域（抜粋） 

 

改正前  改正後 

中学校名 浜北北部中学校 浜北北部中学校 

小学校名 中瀬小学校 中瀬小学校 

区名 浜北区 浜北区 

町名 上島・中瀬・本沢合（中瀬

７区町内会）・新原（中瀬

４区南町内会）・豊保（中

瀬４区東・中瀬４区西・中

瀬４区南・中瀬７区町内

会） 

上島・中瀬・西中瀬一丁目・西中

瀬二丁目・西中瀬三丁目・本沢合

（中瀬７区町内会）・新原（中瀬４

区南町内会）・豊保（中瀬４区東・

中瀬４区西・中瀬４区南・中瀬７

区町内会） 

 

 

 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 

２ 施行年月日 令和２年１月１日 
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（第５７号議案の説明資料） 

教育総務課  

 

   浜松市立小・中学校通学区域の一部改正について 

 

（提案理由） 

  住居表示に関する法律に基づき、令和２年１月１日から浜北区中瀬及び豊保の各一部

の住居表示が実施され、西中瀬一丁目、西中瀬二丁目並びに西中瀬三丁目に町名変更さ

れることに伴い、浜松市立小・中学校通学区域を次のように改正するものです。 

 

（改正内容） 

住居表示実施地区を通学区域とする浜松市立浜北北部中学校及び浜松市立中瀬小学

校の通学区域に、新たに西中瀬一丁目、西中瀬二丁目並びに西中瀬三丁目を加えるも

のです。 

中学校名 小学校名 区名 町           名  

浜北北部 中瀬 浜北 

上島・中瀬・本沢合（中瀬７区町内会）・新原

（中瀬４区南町内会）・豊保（中瀬４区東・  

中瀬４区西・中瀬４区南・中瀬７区町内会） 

 

 

 

中学校名 小学校名 区名 町           名  

浜北北部 中瀬 浜北 

上島・中瀬・西中瀬一丁目・西中瀬二丁目・  

西中瀬三丁目・本沢合（中瀬７区町内会）・  

新原（中瀬４区南町内会）・豊保（中瀬４区東・

中瀬４区西・中瀬４区南・中瀬７区町内会） 

 

 

 

（施行期日） 

この改正は、令和２年１月１日から施行するものです。 
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【参考】住居表示実施による影響者数

学校 学年
西中瀬
一丁目

西中瀬
二丁目

西中瀬
三丁目

計
（参考）
中瀬小
児童数

中瀬小 新入学 9 3 6 18

小1 9 3 1 13 125

小2 3 2 1 6 120

小3 4 5 3 12 121

小4 9 5 2 16 111

小5 4 6 1 11 114

小6 8 5 1 14 114

学区外就学等 小1 1 1

小6 1 1

47 30 15 92 705

学校 学年
西中瀬
一丁目

西中瀬
二丁目

西中瀬
三丁目

計
（参考）

浜北北部中
生徒数

浜北北部中 中１ 2 4 0 6 214

中2 3 3 2 8 198

中3 3 2 0 5 195

学区外就学等 中2 1 1

中3 1 1 2

9 11 2 22 607

計

計
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